
議案第７号 

京都府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

京都府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正す

る条例を別紙のとおり定める。

平成２２年３月２１日提出

京都府後期高齢者医療広域連合長 久嶋 務

提案理由

平成２２年度及び平成２３年度の保険料率及び保険料を軽減する措置の継続

について講じる必要があるので提案する。



京都府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改

正する条例

京都府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年条

例第３２号）の一部を次のように改正する。

条例第４条中「、法第５２条各号のいずれかに該当するに至った日の属する

月以後２年を経過する月までの間に限り」を削る。 

条例第８条中「平成２０年度及び平成２１年度」を「平成２２年度及び平成

２３年度」に、「１００分の８．２９」を「１００分の８．６８」に改める。

条例第９条中「平成２０年度及び平成２１年度」を「平成２２年度及び平成

２３年度」に、「４５，１１０円」を「４４，４１０円」に改める。

附則第７項第１号中「、法第５２条各号のいずれかに該当するに至った日の

属する月以後２年を経過する月までの間に限り」を削り、同項第７号中「平成

２０年度及び平成２１年度」を「平成２２年度及び平成２３年度」に改める。

附則に次の５項を加える。

（平成２２年度以降の特定期間における保険料の賦課総額の算定の特例）

２２ 当分の間、平成２２年度以降の特定期間における保険料の賦課総額の算定

について第１２条の規定を適用する場合においては、同条中「第１４条又は

第１５条」とあるのは、「第１４条、第１５条又は附則第２３項から附則第２

６項まで」とする。

（平成２２年度以降の各年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料

の賦課の特例）

２３ 当分の間、平成２２年度以降の各年度における被扶養者であった被保険者

に係る保険料の減額について第１５条の規定を適用する場合においては、同

条中「被保険者（前条第１項第１号、第１号の２及び第２号の規定による減

額がされない被保険者に限る。）について、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過する月までの間に限り、当該被扶

養者であった被保険者」とあるのは「被保険者」と、「１０分の５」とあるの

は「１０分の９」とする。

（平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る保険料の賦課額の

特例）



２４ 当分の間、平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係る保険

料の減額について第１４条第１項第１号の規定を適用する場合においては、

同号中「１０分の７」とあるのは、「２０分の１７」とする。

２５ 前項の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは、これを切り 

上げる。

２６ 前２項の規定は、平成２２年度以降の各年度における所得の少ない者に係 

る保険料の減額について第１４条第１項第１号の２の規定を適用する場合に

おいては、適用しない。

「 「

附則別表中 を

」

に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の京都府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に

関する条例第８条、第９条及び附則第７項並びに附則別表の規定は、平成２

１００分の７．２５

３９，４１０円 

１００分の７．１５

３８，８９０円

１００分の７．２７

３９，５２０円

１００分の７．２４

３９，３６０円

１００分の７．２３

３９，３２０円

１００分の６．８４

３７，１９０円

１００分の６．８６

３７，３２０円 

１００分の７．９５

４０，６７０円

１００分の７．８９

４０，３３０円

１００分の７．９７

４０，７５０円

１００分の７．９５

４０，６４０円

１００分の７．９４

４０，６１０円

１００分の７．６７

３９，２２０円

１００分の７．６９

３９，３００円
」 」



２年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２１年度分までの保険料

については、なお従前の例による。


